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田原本町道路ストック包括民間委託業務 仕様書 

 

業務名 ：田原本町道路ストック包括民間委託業務 

履行場所：奈良県磯城郡田原本町 地内 

履行期間：契約日：        着手日：        完了日：令和１１年３月１６日 

                 資格名：         番号： 

 

第１条 本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、「土木設計業務等共通仕様書」

（以下「共通仕様書」という。）、関係法令、各種基準によるものとする。 

（奈良県ホームページ参照 https://www.pref.nara.jp/55868.htm ） 

  

第２条 共通仕様書等に対する特記事項は、以下のとおりとする。 

 

（管理技術者） 

第３条 管理技術者は、技術士（総合技術管理部門：建設－鋼構造物及びコンクリート）または、

技術士（建設部門：鋼構造及びコンクリート）の資格を有し「橋梁定期点検業務」、「橋梁長寿

命化修繕計画策定業務」、「橋梁補修設計業務」のいずれか一つ以上の履行実績を有する者を配

置できること。 

 

（照査技術者） 

第４条 照査技術者により照査を行うものとする。照査技術者は、管理技術者と同等以上であり、

技術士（総合技術管理部門：建設－鋼構造物及びコンクリート）または、技術士（建設部門：

鋼構造及びコンクリート）の資格を有し「橋梁定期点検業務」、「橋梁長寿命化修繕計画策定業

務」、「橋梁補修設計業務」のいずれか一つ以上の履行実績を有する者を配置できること。 

 

（担当技術者） 

第５条 担当技術者として、技術士（総合技術管理部門：建設－鋼構造物及びコンクリート）、

技術士（建設部門：鋼構造及びコンクリート）、あるいはシビルコンサルティングマネージャ

（鋼構造及びコンクリート）の資格を有している者を配置できること。 

 

（業務目的） 

第６条 従前より実施してきた橋梁維持管理に関する設計業務や工事の個別発注に対し、新た

にＥＣＩ方式（田原本町仕様）を前提とした設計の包括的発注（業務内容の包括、複数年の

包括的発注等）を行うことにより、健全度Ⅲと判定された早期対策が必要な橋梁群について

効率的かつ効果的な維持管理を実践するため、橋梁包括的発注事業に関する検討会におい

て、橋梁包括的発注事業に関する基本方針が決定されたところである。 

https://www.pref.nara.jp/55868.htm
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本業務は、当該基本方針に基づき、橋梁点検、長寿命化修繕計画の策定支援（アドバイザ

リー）、ＥＣＩ方式（田原本町仕様）による橋梁補修設計を包括的に発注し、健全度Ⅱと判

定された橋梁を対象に予防保全型維持管理を遂行する。さらに舗装、道路附属物に対する点

検及び個別施設計画の策定支援（アドバイザリー）も併せて行い、本町が管理する道路スト

ックの安全かつ効果的な維持管理を実践するものである。 

 

（業務条件） 

第７条 本件業務に係る条件は次のとおりとする。 

(1) 契約上限額 １０４，０８２，０００円 

（消費税及び地方消費税に相当する額を含む。） 

（内訳） 

令和６年度  １１，０００，０００円 

令和７年度  ４９，９０７，０００円 

令和８年度  １７，４４６，０００円 

令和９年度  １２，１９９，０００円 

令和１０年度 １３，５３０，０００円 

※業務内容、業務委託料は事業の進捗状況、発注者の予算上の都合等により変更できるも

のとする。その場合は、あらかじめ発注者と受託者が協議して処理するものとする。 

 

(2) 業務場所 奈良県磯城郡田原本町 地内 

道路舗装点検：町道２６８．５ｋｍ 田原本町ホームページ 道路台帳参照 

道路附属物点検：照明柱５５基、標識柱３５７基、カーブミラー１５７６基 

橋梁点検：３５４橋 別紙一覧のとおり 

橋梁補修設計：２９橋 別紙一覧のとおり 

 

(3) 本業務のうち、橋梁補修設計業務の契約方式としてＥＣＩ（アーリー・コントラクタ

ー・インボルブメント）方式（田原本町仕様）を採用しており、受託者は別途提示する

「田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書」により、発注者及び工事請負予定者と協定

を取り交わさなければならない。 

また、「田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書」に基づき、三者協議会を通じて対

象橋梁の長寿命化に資する工事の実現に向け、最新の技術水準により実施設計を行わなけ

ればならない。 

 

※三者協定書とは 

発注者が実施する田原本町橋梁補修工事において、本工事を完成させるため、発注者、

設計者及び工事請負者が協力して本工事を円滑に完成させる上で、必要な事項を定めたも
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のである。 

※三者協議会とは 

発注者及び設計者並びに工事請負者の三者により組織されるもので、実施設計時に三者

会議において検討された技術提案及び施工実施方針の採否を検討し、採用となった場合

は、実施設計及び工事に反映される組織をいう。 

 

（適用基準及び使用する技術基準） 

第８条 本業務の履行にあたっては、本特記仕様書によるほか、「土木設計業務等共通仕様書

（奈良県）」、「測量業務共通仕様書及び、国土交通省公共測量作業規定及び同運用基準」

（以下「共通仕様書」という。）の他、下記基準類等に準拠すること。 

 

 ・道路橋定期点検要領 平成３１年２月 国土交通省」 

・道路橋定期点検要領（令和６年１月２６日暫定版 国土交通省道路局）（参考資料） 

※改定版公表後の取り扱いについては受発注者協議の上で決定する 

・横断歩道橋定期点検要領（平成３１年２月 国土交通省道路局） 

・奈良県道路橋定期点検要領（案）（平成２７年３月 奈良県） 

・橋梁における第三者被害予防措置要領（案）（平成２８年１２月 国土交通省 道路局国

道・防災課） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅰ～Ⅴ（平成１４年３月(社)日本道路協会） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅰ～Ⅴ（平成２４年３月(社)日本道路協会） 

・道路橋示方書・同解説 Ⅰ～Ⅴ（平成２９年７月(社)日本道路協会） 

・舗装設計便覧（平成１８年２月(社)日本道路協会） 

・道路橋床版防水便覧（平成１９年３月(社)日本道路協会） 

・田原本町における橋梁保全事業に関するＥＣＩ方式ガイドライン（平成３０年２月） 

・橋梁包括発注事業に関する基本方針（令和元年１２月） 

・田原本町町道の構造の技術的基準を定める条例（平成２４年１２月） 

・その他関係法令、基準他 

業務の実施にあたって、最新の諸基準に基づいて行うものとする。 

 

（業務内容） 

第９条 業務内容は次のとおりとする。 

 

【令和６年度】 

(1) 業務計画 

業務の目的、内容を十分に把握の上、所定の成果が得られるように、具体的な作業方法

及び工程計画、事業実施フロー等を検討し、業務計画書の作成を行う。また、業務遂行上



4 
 

必要な諸準備を行う。 

 

(2) 資料収集整理 

本業務に必要な資料を収集し、整理する。主な収集する資料を以下に示す。 

・舗装及び道路附属物に関する履歴等の基本情報 

・舗装及び道路附属物に関する最新の点検・診断結果（路面性状調査結果含む） 

・過年度の修繕計画・実績に関する資料 

・その他関連資料 

 

(3) 道路舗装点検 

発注者が管理する町道２６８.５ｋｍ（幹線道路：５６.６ｋｍ、生活道路：２１１．９

ｋｍ）について、安全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被

害防止を図るための舗装に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得ることを目的

に、「舗装点検要領 平成28年10月 国土交通省道路局」に基づいて現地確認、あるいは

ICT技術等を活用した画像判読等により、舗装の状態を把握、診断する道路舗装点検を実施

する。 

 
1) 点検及び診断（健全性の診断） 

現地確認による点検・診断、あるいはICT技術（ドライブレコーダー）等による全数の映

像取得を行い、AI技術等を活用した診断等を実施し、点検対象路線の路線単位での舗装の

健全性診断を行う。 
 

2) 点検記録様式の作成 

点検結果及び診断結果について，点検要領の記入例に基づき Microsoft Excelにて「別

紙３ 点検表記録様式」を作成する。 

 

3) 維持管理計画の策定支援 

現地確認あるいはICT技術（ドライブレコーダー）等による点検結果およびシルバー人材

による日常点検結果を踏まえ、発注者が策定する維持管理計画の策定支援を行う。また、

奈良県へ提出する点検調書の作成を行う。なお、提出内容に関しては点検開始前に発注者

へ記載様式を確認し、承認を得た上で作成する。 
 

(4) 道路附属物点検 

発注者が管理する道路附属物（照明柱：55基、標識柱：357基、カーブミラー：1576基）

について、安全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被害防止

を図ることを目的に、道路附属物に関する効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るた
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め、下記に示す資料を参考に、現地確認あるいはICT技術を活用した画像判読等により状態

を把握、診断する道路附属物点検を行う。 

【参考資料】 

 ・「H22年度道路交通安全施設現況調査業務 田原本町」 

 ・「小規模附属物点検要領 H29.3 国土交通省道路局」 

 

1) 点検表記録様式の作成 

点検表は、通常点検の点検表記録様式を作成する｡ 

 

2) 点検及び診断（健全性の診断） 

現地確認あるいはICT技術（ドライブレコーダー）等による全数の映像取得を行い、診断

を実施する等、点検対象路線に設置されている道路附属物単位での健全性の診断を行う。

なお、損傷判定、健全度診断に関する判断基準は、上述の参考資料を基に案を作成し、調

査職員と協議の上で決定する。 

 

3) 維持管理計画の策定支援 

現地確認あるいはICT技術（ドライブレコーダー）等による点検結果およびシルバー人材

による日常点検結果を踏まえ、発注者が策定する維持管理計画の策定支援を行う。 

 

(5) 報告書作成 

道路舗装点検並びに道路附属物点検の概要、損傷の傾向、健全性評価等の内容を踏まえ

た業務成果をとりまとめ、報告書を作成する。 

 

(6) 打合せ協議 

打合せ回数は次のとおり行うものとし、調査職員と協議の上、打合せ回数を変更できる

ものとする。なお、業務着手時又は各業務完了時には原則として管理技術者が立ち会うも

のとする。また、打合せ協議実施後は速やかに記録簿を作成し、受注各担当者が確認、押

印した協議簿を調査職員に提出するものとする。 

・着手 １回 

・完了 １回 

・その他、必要に応じて適宜打合せ協議を実施する。 

 

【令和７年度】 

(1) 業務計画 

業務の目的、内容を十分に把握の上、所定の成果が得られるように、具体的な作業方法

及び工程計画、事業実施フロー等を検討し、業務計画書の作成を行う。また、業務遂行上
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必要な諸準備を行う。 

 

(2) 橋梁包括的発注に係る資料収集整理 

本業務に必要な資料を収集し、整理する。主な収集する資料は以下に示す。 

・橋梁諸元等の基本情報 

・最新の点検・診断結果 

・過年度の修繕計画・実績に関する資料 

・その他関連資料 

 

(3) 橋梁定期点検 

本業務で点検を行う３５４橋のうち、２７８橋について、各部材の状態を把握、診断

し、安全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被害防止を図

り、橋梁に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るために、「道路橋定期点検要

領 平成３１年２月 国土交通省」を参考とし、「奈良県道路橋定期点検要領（案）平成２

７年３月」等（以下、「点検要領」と称す）に基づいて実施する道路橋の定期点検を行う。 

 
1) 部材番号図の作成 

点検要領に従い部材番号図を作成する｡ 

 

2) 現地踏査 

定期点検に先立って現地踏査を行い、橋梁の変状（劣化・損傷等）程度を把握する他、

橋梁の立地環境、交通状況、交通規制の要否、近接手段等について現場の概況を調査して

記録（写真撮影含む）する。 

 

3) 関係機関との協議資料作成 

定期点検において必要な関係機関との協議用資料、説明用資料の作成及び必要な資料等

の収集を行う｡ 

 

 

4) 現地点検及び診断（健全性の診断） 

点検要領に基づき、点検対象部材の部材単位での健全性の診断と橋梁毎の健全性の診断

を行う。健全性の診断に際しては、①損傷の状況、②損傷の原因、③耐荷性能に関する見

立て、④第三者被害の有無、⑤今後の進行予測、⑥次回点検までの措置方針の内容につい

て記載する。なお、現地点検実施前に、橋梁点検実施計画書を作成し、発注者の承認を得

るものとする。また、本業務にて補修工事が実施となる橋梁については、工事完了後に現

地点検及び診断を実施するものとする。 
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5) 点検記録様式の作成とその他記録の補完 

点検結果及び診断結果について、点検要領の記入例に基づきMicrosoft Excelにて「別紙

３ 点検表記録様式（その１）、（その２）」を作成する。また、必要に応じて道路管理者

が保有する橋梁台帳等の記載事項を補完するために、現地計測等を行い、橋梁台帳等への

反映を行う。 

 

6) 点検調書作成 

点検要領に基づき、点検履歴入力シート、定期点検入力シート、点検関連資料（部材番

号図、損傷図、損傷写真帳）等について作成を行う。また、奈良県へ提出する点検調書の

作成も行う。なお、部材番号図、損傷図については点検開始前に発注者へ記載様式を提案

し、承認を得た上で作成する。 

 

7) 報告書作成 

橋梁点検の概要、損傷の傾向、健全性評価等の内容を踏まえた業務成果をとりまとめ、

報告書を作成する。 

 

(4) 橋梁補修設計 

橋梁定期点検の結果、補修対策が必要とされた８橋について、各損傷箇所に対する補修

対策や床版取り換え等の補修工事に資する図面・数量（概算工事費）・報告書等の作成を

行う。 

なお、本業務は「田原本町における橋梁保全事業に関するＥＣＩ方式ガイドライン（平

成３０年２月）」に基づき、実施するものとする。 

 

1) 現地踏査 

業務の実施に当たり、現地踏査を行い設計等に必要な現地の状況を把握する。現地踏査

結果に基づき、部材毎の健全度の確認、損傷原因（塩害、中性化、アル骨、施工不良等）

を把握し、現地踏査結果報告書を作成する。 

 

2) 現地調査 

① 損傷原因の確認 

対象橋梁について損傷状況を確認し、設計精度を確保するために現地調査を実施する。

過去の点検調書より損傷の進行状況を確認するとともに、補修設計及び床版取り換え等に

必要な事項（近接目視や採寸等を含む）に対して現地調査計画書を作成・提出し、調査を

行う。なお、調査のための近接手段は徒歩・梯子を基本としているが、別途足場が必要な

場合は、工事における足場の共用等を考慮した適切な時期を選定する等、発注者と調整の
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上で実施すること。 

② 橋梁主要部材の採寸及び損傷範囲確認 

補修設計及び床版取り換え等に必要な橋梁の主要部材の諸寸法を計測・確認し、橋梁補

修に必要となる部材寸法図を作成する。また、近接目視や損傷の採寸等により補修設計に

必要となる損傷範囲を明らかにする。 

なお、現地調査結果より、設計する上で試験が必要と判断された場合は、試験手法、実

施数量及び実施時期について提案を行い、調査職員との協議にて実施を決定する。 

 

3) 補修工法の抽出・選定 

現地調査結果より、橋梁長寿命化に適合する最適な補修工法について抽出、選定を行

う。抽出・選定に際しては、耐久性、施工性、経済性の他、ＬＣＣも考慮し、最適な工法

を選定するものとする。 

 

4) 補修計画の立案 
上記3)で選定した補修工法を踏まえ、工事発注の基礎資料とするための資料収集、整理

を行い、概略的な設計図面、施工計画の作成、概算数量算出を行うものとする。 

 

5) 補修設計（詳細）（図面・数量・施工計画） 

① 工事請負者の技術協力による図面・数量・施工計画等の修正 

補修設計（詳細）は、工事発注後に工事請負者の技術協力を踏まえて工事に必要な図

面・数量の修正、施工計画の修正を行うものとする。4)補修計画の立案結果を基に、三者

協議会において、設計思想を正確に工事請負者に伝達する。現地条件や仮設条件を踏まえ

た工事請負者の技術協力等により設計図の修正が発生した場合は、設計思想に適合した修

正を加える 

② 施工時における設計者の技術協力 

施工に際し、設計者は工事請負者に対して補修方法や補修手順等に関する技術協力（ア

ドバイス）を行うものとする。また、掘削やアンカー削孔等、工事進捗によって現地条件

に変動が生じた場合は速やかに対応することとする。 

なお、床版取り換えが必要な場合は、工事の工程計画を踏まえて調整し、三者協議会に

て合意した上で、現床版の撤去計画立案、工事に必要な設計図面、施工計画の立案、数量

算出等を行うものとする。 

 

6) 橋梁台帳更新 

工事完成直後に、工事足場を利用した近接目視等により、設計意図が確実に反映されて

いることを確認・検証し、その結果を用いて橋梁台帳、橋梁点検調書の更新を行うものと

する。 
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7) 協議用資料作成 

工事請負者にて作成した関係機関等の協議用資料について、調査職員の指示に従い照査

等を実施する。 

 

8) 照査 

対象橋梁について、以下の設計照査を実施する。 

・基本条件の決定に際し、現地の状況他基本情報を収集・把握しているかの確認を行

い、その内容が適切であるかについて照査を行う。 

・支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの照査を行

う。 

・設計方法及び設計手法が適切であるかの照査を行う。設計計算、設計図等の適切性及

び整合性に着目し照査を行う。 

 

9) 三者協議 

田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書に基づき、発注者及び設計者並びに工事請負

者による三者協議会を開催するものとする。三者協議会は、１橋梁当たりに対して実施方

針確認段階、詳細設計施工計画確認段階、事業成果確認段階の３回とするが、調査職員と

協議の上必要に応じて、回数を変更できるものとする。 

 

10) 報告書作成 

業務成果をとりまとめ、報告書の作成を行う。 

 

(5) アドバイザリー 

損傷実績・補修工事実績に基づく予算計画等、実績に基づいた橋梁の長寿命化計画およ

び舗装、道路附属物の個別施設計画の効率的な策定に向けたソフトウェア整備（計画策定

支援システムの導入を含む）等の支援を行う。 

 

1) システム導入調整（ソフトウェア（計画策定支援システムを含む）整備等の支援） 

発注者が実施する長寿命化計画、個別施設計画等を支援するソフトウェア（計画策定支

援システムを含む）は、発注者が準備するＰＣ（１台）にシステム並びに橋梁・道路舗

装・道路附属物の各諸元等の基本情報、最新の点検・診断結果、過年度の修繕計画等の各

種データをインストールし正常に稼働するよう環境設定を行う。なお、ソフトウェア等の

保守に関して、導入１年目は無償とする。 

2) アドバイザリー 

長寿命化計画、個別施設計画等を支援するソフトウェア（計画策定支援システムを含
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む）については、令和１０年まで毎年１回、管理権限を持つ職員に対して操作に関する研

修を行う。また、長寿命化計画更新および個別施設計画策定にあたり職員からの問い合わ

せに面前及び電話・メール等により対応するものとする。 

 

(6) 打合せ協議 

打合せ回数は次のとおり行うものとし、調査職員と協議の上、打合せ回数を変更できる

ものとする。なお、業務着手時又は各業務完了時には原則として管理技術者が立ち会うも

のとする。また、打合せ協議実施後は速やかに記録簿を作成し、受注各担当者が確認、押

印した協議簿を調査職員に提出するものとする。 

・着手 １回 

・中間 １回 

・完了 １回 

・その他、必要に応じて適宜打合せ協議を実施する。 

 

【令和８年度】 

(1) 業務計画 

業務の目的、内容を十分に把握の上、所定の成果が得られるように、具体的な作業方法

及び工程計画、事業実施フロー等を検討し、業務計画書の作成を行う。また、業務遂行上

必要な諸準備を行う。 

 

(2) 橋梁定期点検 

本業務で点検を行う３５４橋のうち、４８橋について、各部材の状態を把握、診断し、

安全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被害防止を図り、橋

梁に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るために、「道路橋定期点検要領 平

成３１年２月 国土交通省」を参考とし、「奈良県道路橋定期点検要領（案）平成２７年３

月」等（以下、「点検要領」と称す）に基づいて実施する道路橋の定期点検を行う。 

 
1) 部材番号図の作成 

点検要領に従い部材番号図を作成する｡ 

 

2) 現地踏査 

定期点検に先立って現地踏査を行い、橋梁の変状（劣化・損傷等）程度を把握する他、

橋梁の立地環境、交通状況、交通規制の要否、近接手段等について現場の概況を調査して

記録（写真撮影含む）する。 

 

3) 関係機関との協議資料作成 
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定期点検において必要な関係機関との協議用資料、説明用資料の作成及び必要な資料等

の収集を行う｡ 

 

4) 現地点検及び診断（健全性の診断） 

点検要領に基づき、点検対象部材の部材単位での健全性の診断と橋梁毎の健全性の診断

を行う。健全性の診断に際しては、①損傷の状況、②損傷の原因、③耐荷性能に関する見

立て、④第三者被害の有無、⑤今後の進行予測、⑥次回点検までの措置方針の内容につい

て記載する。なお、現地点検実施前に、橋梁点検実施計画書を作成し、発注者の承認を得

るものとする。また、本業務にて補修工事が実施となる橋梁については、工事完了後に現

地点検及び診断を実施するものとする。 

 

5) 点検記録様式の作成とその他記録の補完 

点検結果及び診断結果について、点検要領の記入例に基づきMicrosoft Excelにて「別紙

３ 点検表記録様式（その１）、（その２）」を作成する。また、必要に応じて道路管理者

が保有する橋梁台帳等の記載事項を補完するために、現地計測等を行い、橋梁台帳等への

反映を行う。 

 

6) 点検調書作成 

点検要領に基づき、点検履歴入力シート、定期点検入力シート、点検関連資料（部材番

号図、損傷図、損傷写真帳）等について作成を行う。また、奈良県へ提出する点検調書の

作成も行う。なお、部材番号図、損傷図については点検開始前に発注者へ記載様式を提案

し、承認を得た上で作成する。 

 

7) 報告書作成 

橋梁点検の概要、損傷の傾向、健全性評価等の内容を踏まえた業務成果をとりまとめ、

報告書を作成する。 

 

 (3) 橋梁補修設計 

橋梁定期点検の結果、補修対策が必要とされた７橋について、各損傷箇所に対する補修

対策や床版取り換え等の補修工事に資する図面・数量（概算工事費）・報告書等の作成を

行う。 

なお、本業務は「田原本町における橋梁保全事業に関するＥＣＩ方式ガイドライン（平

成３０年２月）」に基づき、実施するものとする。 

 

1) 現地踏査 

業務の実施に当たり、現地踏査を行い設計等に必要な現地の状況を把握する。現地踏査
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結果に基づき、部材毎の健全度の確認、損傷原因（塩害、中性化、アル骨、施工不良等）

を把握し、現地踏査結果報告書を作成する。 

 

2) 現地調査 

① 損傷原因の確認 

対象橋梁について損傷状況を確認し、設計精度を確保するために現地調査を実施する。

過去の点検調書より損傷の進行状況を確認するとともに、補修設計及び床版取り換え等に

必要な事項（近接目視や採寸等を含む）に対して現地調査計画書を作成・提出し、調査を

行う。なお、調査のための近接手段は徒歩・梯子を基本としているが、別途足場が必要な

場合は、工事における足場の共用等を考慮した適切な時期を選定する等、発注者と調整の

上で実施すること。 

② 橋梁主要部材の採寸及び損傷範囲確認 

補修設計及び床版取り換え等に必要な橋梁の主要部材の諸寸法を計測・確認し、橋梁補

修に必要となる部材寸法図を作成する。また、近接目視や損傷の採寸等により補修設計に

必要となる損傷範囲を明らかにする。 

なお、現地調査結果より、設計する上で試験が必要と判断された場合は、試験手法、実

施数量及び実施時期について提案を行い、調査職員との協議にて実施を決定する。 

 

3) 補修工法の抽出・選定 

現地調査結果より、橋梁長寿命化に適合する最適な補修工法について抽出、選定を行

う。抽出・選定に際しては、耐久性、施工性、経済性の他、ＬＣＣも考慮し、最適な工法

を選定するものとする。 

 

4) 補修計画の立案 
上記3)で選定した補修工法を踏まえ、工事発注の基礎資料とするための資料収集、整理

を行い、概略的な設計図面、施工計画の作成、概算数量算出を行うものとする。 

 

5) 補修設計（詳細）（図面・数量・施工計画） 

① 工事請負者の技術協力による図面・数量・施工計画等の修正 

補修設計（詳細）は、工事発注後に工事請負者の技術協力を踏まえて工事に必要な図

面・数量の修正、施工計画の修正を行うものとする。4)補修計画の立案結果を基に、三者

協議会において、設計思想を正確に工事請負者に伝達する。現地条件や仮設条件を踏まえ

た工事請負者の技術協力等により設計図の修正が発生した場合は、設計思想に適合した修

正を加える 

② 施工時における設計者の技術協力 

施工に際し、設計者は工事請負者に対して補修方法や補修手順等に関する技術協力（ア
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ドバイス）を行うものとする。また、掘削やアンカー削孔等、工事進捗によって現地条件

に変動が生じた場合は速やかに対応することとする。 

なお、床版取り換えが必要な場合は、工事の工程計画を踏まえて調整し、三者協議会に

て合意した上で、現床版の撤去計画立案、工事に必要な設計図面、施工計画の立案、数量

算出等を行うものとする。 

 

6) 橋梁台帳更新 

工事完成直後に、工事足場を利用した近接目視等により、設計意図が確実に反映されて

いることを確認・検証し、その結果を用いて橋梁台帳、橋梁点検調書の更新を行うものと

する。 

 

7) 協議用資料作成 

工事請負者にて作成した関係機関等の協議用資料について、調査職員の指示に従い照査

等を実施する。 

 

8) 照査 

対象橋梁について、以下の設計照査を実施する。 

・基本条件の決定に際し、現地の状況他基本情報を収集・把握しているかの確認を行

い、その内容が適切であるかについて照査を行う。 

・支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの照査を行

う。 

・設計方法及び設計手法が適切であるかの照査を行う。設計計算、設計図等の適切性及

び整合性に着目し照査を行う。 

 

9) 三者協議 

田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書に基づき、発注者及び設計者並びに工事請負

者による三者協議会を開催するものとする。三者協議会は、１橋梁当たりに対して実施方

針確認段階、詳細設計施工計画確認段階、事業成果確認段階の３回とするが、調査職員と

協議の上必要に応じて、回数を変更できるものとする。 

 

10) 報告書作成 

業務成果をとりまとめ、報告書の作成を行う。 

 

(4) アドバイザリー 

1) ソフトウェア（計画策定支援システム）整備等の支援 

令和７年度に導入したソフトウェア（計画策定支援システムを含む）に関する保守を行
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うものとする。 

2) アドバイザリー 

長寿命化計画、個別施設計画等を支援するソフトウェア（計画策定支援システムを含

む）については、令和１０年まで毎年１回、管理権限を持つ職員に対して操作に関する研

修を行う。また、長寿命化計画更新および個別施設計画策定にあたり職員からの問い合わ

せに面前及び電話・メール等により対応するものとする。 

 

(5) 打合せ協議 

打合せ回数は次のとおり行うものとし、調査職員と協議の上、打合せ回数を変更できる

ものとする。なお、業務着手時又は各業務完了時には原則として管理技術者が立ち会うも

のとする。また、打合せ協議実施後は速やかに記録簿を作成し、受注各担当者が確認、押

印した協議簿を調査職員に提出するものとする。 

・着手 １回 

・中間 １回 

・完了 １回 

・その他、必要に応じて適宜打合せ協議を実施する。 

 

【令和９年度】 

(1) 業務計画 

業務の目的、内容を十分に把握の上、所定の成果が得られるように、具体的な作業方法

及び工程計画、事業実施フロー等を検討し、業務計画書の作成を行う。また、業務遂行上

必要な諸準備を行う。 

 

(2) 橋梁定期点検 

本業務で点検を行う３５４橋のうち、９橋について、各部材の状態を把握、診断し、安

全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被害防止を図り、橋梁

に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るために、「道路橋定期点検要領 平成

３１年２月 国土交通省」を参考とし、「奈良県道路橋定期点検要領（案）平成２７年３

月」等（以下、「点検要領」と称す）に基づいて実施する道路橋の定期点検を行う。 

 
 

1) 部材番号図の作成 

点検要領に従い部材番号図を作成する｡ 

 

2) 現地踏査 

定期点検に先立って現地踏査を行い、橋梁の変状（劣化・損傷等）程度を把握する他、
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橋梁の立地環境、交通状況、交通規制の要否、近接手段等について現場の概況を調査して

記録（写真撮影含む）する。 

 

3) 関係機関との協議資料作成 

定期点検において必要な関係機関との協議用資料、説明用資料の作成及び必要な資料等

の収集を行う｡ 

 

4) 現地点検及び診断（健全性の診断） 

点検要領に基づき、点検対象部材の部材単位での健全性の診断と橋梁毎の健全性の診断

を行う。健全性の診断に際しては、①損傷の状況、②損傷の原因、③耐荷性能に関する見

立て、④第三者被害の有無、⑤今後の進行予測、⑥次回点検までの措置方針の内容につい

て記載する。なお、現地点検実施前に、橋梁点検実施計画書を作成し、発注者の承認を得

るものとする。また、本業務にて補修工事が実施となる橋梁については、工事完了後に現

地点検及び診断を実施するものとする。 

 

5) 点検記録様式の作成とその他記録の補完 

点検結果及び診断結果について、点検要領の記入例に基づきMicrosoft Excelにて「別紙

３ 点検表記録様式（その１）、（その２）」を作成する。また、必要に応じて道路管理者

が保有する橋梁台帳等の記載事項を補完するために、現地計測等を行い、橋梁台帳等への

反映を行う。 

 

6) 点検調書作成 

点検要領に基づき、点検履歴入力シート、定期点検入力シート、点検関連資料（部材番

号図、損傷図、損傷写真帳）等について作成を行う。また、奈良県へ提出する点検調書の

作成も行う。なお、部材番号図、損傷図については点検開始前に発注者へ記載様式を提案

し、承認を得た上で作成する。 

 

7) 報告書作成 

橋梁点検の概要、損傷の傾向、健全性評価等の内容を踏まえた業務成果をとりまとめ、

報告書を作成する。 

 

(3) 橋梁補修設計 

橋梁定期点検の結果、補修対策が必要とされた７橋について、各損傷箇所に対する補修

対策や床版取り換え等の補修工事に資する図面・数量（概算工事費）・報告書等の作成を

行う。 
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なお、本業務は「田原本町における橋梁保全事業に関するＥＣＩ方式ガイドライン（平

成３０年２月）」に基づき、実施するものとする。 

 

1) 現地踏査 

業務の実施に当たり、現地踏査を行い設計等に必要な現地の状況を把握する。現地踏査

結果に基づき、部材毎の健全度の確認、損傷原因（塩害、中性化、アル骨、施工不良等）

を把握し、現地踏査結果報告書を作成する。 

 

2) 現地調査 

① 損傷原因の確認 

対象橋梁について損傷状況を確認し、設計精度を確保するために現地調査を実施する。

過去の点検調書より損傷の進行状況を確認するとともに、補修設計及び床版取り換え等に

必要な事項（近接目視や採寸等を含む）に対して現地調査計画書を作成・提出し、調査を

行う。なお、調査のための近接手段は徒歩・梯子を基本としているが、別途足場が必要な

場合は、工事における足場の共用等を考慮した適切な時期を選定する等、発注者と調整の

上で実施すること。 

② 橋梁主要部材の採寸及び損傷範囲確認 

補修設計及び床版取り換え等に必要な橋梁の主要部材の諸寸法を計測・確認し、橋梁補

修に必要となる部材寸法図を作成する。また、近接目視や損傷の採寸等により補修設計に

必要となる損傷範囲を明らかにする。 

なお、現地調査結果より、設計する上で試験が必要と判断された場合は、試験手法、実

施数量及び実施時期について提案を行い、調査職員との協議にて実施を決定する。 

 

3) 補修工法の抽出・選定 

現地調査結果より、橋梁長寿命化に適合する最適な補修工法について抽出、選定を行

う。抽出・選定に際しては、耐久性、施工性、経済性の他、ＬＣＣも考慮し、最適な工法

を選定するものとする。 

 

4) 補修計画の立案 
上記3)で選定した補修工法を踏まえ、工事発注の基礎資料とするための資料収集、整理

を行い、概略的な設計図面、施工計画の作成、概算数量算出を行うものとする。 

 

5) 補修設計（詳細）（図面・数量・施工計画） 

① 工事請負者の技術協力による図面・数量・施工計画等の修正 

補修設計（詳細）は、工事発注後に工事請負者の技術協力を踏まえて工事に必要な図

面・数量の修正、施工計画の修正を行うものとする。4)補修計画の立案結果を基に、三者
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協議会において、設計思想を正確に工事請負者に伝達する。現地条件や仮設条件を踏まえ

た工事請負者の技術協力等により設計図の修正が発生した場合は、設計思想に適合した修

正を加える 

② 施工時における設計者の技術協力 

施工に際し、設計者は工事請負者に対して補修方法や補修手順等に関する技術協力（ア

ドバイス）を行うものとする。また、掘削やアンカー削孔等、工事進捗によって現地条件

に変動が生じた場合は速やかに対応することとする。 

なお、床版取り換えが必要な場合は、工事の工程計画を踏まえて調整し、三者協議会に

て合意した上で、現床版の撤去計画立案、工事に必要な設計図面、施工計画の立案、数量

算出等を行うものとする。 

 

6) 橋梁台帳更新 

工事完成直後に、工事足場を利用した近接目視等により、設計意図が確実に反映されて

いることを確認・検証し、その結果を用いて橋梁台帳、橋梁点検調書の更新を行うものと

する。 

 

7) 協議用資料作成 

工事請負者にて作成した関係機関等の協議用資料について、調査職員の指示に従い照査

等を実施する。 

 

8) 照査 

対象橋梁について、以下の設計照査を実施する。 

・基本条件の決定に際し、現地の状況他基本情報を収集・把握しているかの確認を行

い、その内容が適切であるかについて照査を行う。 

・支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの照査を行

う。 

・設計方法及び設計手法が適切であるかの照査を行う。設計計算、設計図等の適切性及

び整合性に着目し照査を行う。 

 

9) 三者協議 

田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書に基づき、発注者及び設計者並びに工事請負

者による三者協議会を開催するものとする。三者協議会は、１橋梁当たりに対して実施方

針確認段階、詳細設計施工計画確認段階、事業成果確認段階の３回とするが、調査職員と

協議の上必要に応じて、回数を変更できるものとする。 

 

10) 報告書作成 
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業務成果をとりまとめ、報告書の作成を行う。 

 

(4) アドバイザリー 

1) ソフトウェア（計画策定支援システム）整備等の支援 

令和７年度に導入したソフトウェア（計画策定支援システムを含む）に関する保守を行

うものとする。 

2) アドバイザリー 

長寿命化計画、個別施設計画等を支援するソフトウェア（計画策定支援システムを含

む）については、令和１０年まで毎年１回、管理権限を持つ職員に対して操作に関する研

修を行う。また、長寿命化計画更新および個別施設計画策定にあたり職員からの問い合わ

せに面前及び電話・メール等により対応するものとする。 

 

(5) 打合せ協議 

打合せ回数は次のとおり行うものとし、調査職員と協議の上、打合せ回数を変更できる

ものとする。なお、業務着手時又は各業務完了時には原則として管理技術者が立ち会うも

のとする。また、打合せ協議実施後は速やかに記録簿を作成し、受注各担当者が確認、押

印した協議簿を調査職員に提出するものとする。 

・着手 １回 

・完了 １回 

・その他、必要に応じて適宜打合せ協議を実施する。 

 

【令和１０年度】 

(1) 業務計画 

業務の目的、内容を十分に把握の上、所定の成果が得られるように、具体的な作業方法

及び工程計画、事業実施フロー等を検討し、業務計画書の作成を行う。また、業務遂行上

必要な諸準備を行う。 

 

(2) 橋梁定期点検 

本業務で点検を行う３５４橋のうち、１９橋について、各部材の状態を把握、診断し、

安全・円滑な交通を確保するとともに、通行者（車両）や第三者への被害防止を図り、橋

梁に関わる効率的な維持管理に必要な基礎資料を得るために、「道路橋定期点検要領 平

成３１年２月 国土交通省」を参考とし、「奈良県道路橋定期点検要領（案）平成２７年３

月」等（以下、「点検要領」と称す）に基づいて実施する道路橋の定期点検を行う。 

1) 部材番号図の作成 

点検要領に従い部材番号図を作成する｡ 
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2) 現地踏査 

定期点検に先立って現地踏査を行い、橋梁の変状（劣化・損傷等）程度を把握する他、

橋梁の立地環境、交通状況、交通規制の要否、近接手段等について現場の概況を調査して

記録（写真撮影含む）する。 

 

3) 関係機関との協議資料作成 

定期点検において必要な関係機関との協議用資料、説明用資料の作成及び必要な資料等

の収集を行う｡ 

 

4) 現地点検及び診断（健全性の診断） 

点検要領に基づき、点検対象部材の部材単位での健全性の診断と橋梁毎の健全性の診断

を行う。健全性の診断に際しては、①損傷の状況、②損傷の原因、③耐荷性能に関する見

立て、④第三者被害の有無、⑤今後の進行予測、⑥次回点検までの措置方針の内容につい

て記載する。なお、現地点検実施前に、橋梁点検実施計画書を作成し、発注者の承認を得

るものとする。また、本業務にて補修工事が実施となる橋梁については、工事完了後に現

地点検及び診断を実施するものとする。 

 

5) 点検記録様式の作成とその他記録の補完 

点検結果及び診断結果について、点検要領の記入例に基づきMicrosoft Excelにて「別紙

３ 点検表記録様式（その１）、（その２）」を作成する。また、必要に応じて道路管理者

が保有する橋梁台帳等の記載事項を補完するために、現地計測等を行い、橋梁台帳等への

反映を行う。 

 

6) 点検調書作成 

点検要領に基づき、点検履歴入力シート、定期点検入力シート、点検関連資料（部材番

号図、損傷図、損傷写真帳）等について作成を行う。また、奈良県へ提出する点検調書の

作成も行う。なお、部材番号図、損傷図については点検開始前に発注者へ記載様式を提案

し、承認を得た上で作成する。 

 

7) 報告書作成 

橋梁点検の概要、損傷の傾向、健全性評価等の内容を踏まえた業務成果をとりまとめ、

報告書を作成する。 

 

(3) 橋梁補修設計 

橋梁定期点検の結果、補修対策が必要とされた７橋について、各損傷箇所に対する補修

対策や床版取り換え等の補修工事に資する図面・数量（概算工事費）・報告書等の作成を
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行う。 

なお、本業務は「田原本町における橋梁保全事業に関するＥＣＩ方式ガイドライン（平

成３０年２月）」に基づき、実施するものとする。 

 

1) 現地踏査 

業務の実施に当たり、現地踏査を行い設計等に必要な現地の状況を把握する。現地踏査

結果に基づき、部材毎の健全度の確認、損傷原因（塩害、中性化、アル骨、施工不良等）

を把握し、現地踏査結果報告書を作成する。 

 

2) 現地調査 

① 損傷原因の確認 

対象橋梁について損傷状況を確認し、設計精度を確保するために現地調査を実施する。

過去の点検調書より損傷の進行状況を確認するとともに、補修設計及び床版取り換え等に

必要な事項（近接目視や採寸等を含む）に対して現地調査計画書を作成・提出し、調査を

行う。なお、調査のための近接手段は徒歩・梯子を基本としているが、別途足場が必要な

場合は、工事における足場の共用等を考慮した適切な時期を選定する等、発注者と調整の

上で実施すること。 

② 橋梁主要部材の採寸及び損傷範囲確認 

補修設計及び床版取り換え等に必要な橋梁の主要部材の諸寸法を計測・確認し、橋梁補

修に必要となる部材寸法図を作成する。また、近接目視や損傷の採寸等により補修設計に

必要となる損傷範囲を明らかにする。 

なお、現地調査結果より、設計する上で試験が必要と判断された場合は、試験手法、実

施数量及び実施時期について提案を行い、調査職員との協議にて実施を決定する。 

3) 補修工法の抽出・選定 

現地調査結果より、橋梁長寿命化に適合する最適な補修工法について抽出、選定を行

う。抽出・選定に際しては、耐久性、施工性、経済性の他、ＬＣＣも考慮し、最適な工法

を選定するものとする。 

 

4) 補修計画の立案 
上記3)で選定した補修工法を踏まえ、工事発注の基礎資料とするための資料収集、整理

を行い、概略的な設計図面、施工計画の作成、概算数量算出を行うものとする。 

 

5) 補修設計（詳細）（図面・数量・施工計画） 

① 工事請負者の技術協力による図面・数量・施工計画等の修正 

補修設計（詳細）は、工事発注後に工事請負者の技術協力を踏まえて工事に必要な図

面・数量の修正、施工計画の修正を行うものとする。4)補修計画の立案結果を基に、三者
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協議会において、設計思想を正確に工事請負者に伝達する。現地条件や仮設条件を踏まえ

た工事請負者の技術協力等により設計図の修正が発生した場合は、設計思想に適合した修

正を加える 

② 施工時における設計者の技術協力 

施工に際し、設計者は工事請負者に対して補修方法や補修手順等に関する技術協力（ア

ドバイス）を行うものとする。また、掘削やアンカー削孔等、工事進捗によって現地条件

に変動が生じた場合は速やかに対応することとする。 

なお、床版取り換えが必要な場合は、工事の工程計画を踏まえて調整し、三者協議会に

て合意した上で、現床版の撤去計画立案、工事に必要な設計図面、施工計画の立案、数量

算出等を行うものとする。 

 

6) 橋梁台帳更新 

工事完成直後に、工事足場を利用した近接目視等により、設計意図が確実に反映されて

いることを確認・検証し、その結果を用いて橋梁台帳、橋梁点検調書の更新を行うものと

する。 

 

7) 協議用資料作成 

工事請負者にて作成した関係機関等の協議用資料について、調査職員の指示に従い照査

等を実施する。 

 

8) 照査 

対象橋梁について、以下の設計照査を実施する。 

・基本条件の決定に際し、現地の状況他基本情報を収集・把握しているかの確認を行

い、その内容が適切であるかについて照査を行う。 

・支障物件、周辺施設との近接等、施工条件が設計計画に反映されているかの照査を行

う。 

・設計方法及び設計手法が適切であるかの照査を行う。設計計算、設計図等の適切性及

び整合性に着目し照査を行う。 

 

9) 三者協議 

田原本町橋梁補修工事に関する三者協定書に基づき、発注者及び設計者並びに工事請負

者による三者協議会を開催するものとする。三者協議会は、１橋梁当たりに対して実施方

針確認段階、詳細設計施工計画確認段階、事業成果確認段階の３回とするが、調査職員と

協議の上必要に応じて、回数を変更できるものとする。 

 

10) 報告書作成 
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業務成果をとりまとめ、報告書の作成を行う。 

 

(4) アドバイザリー 

1) ソフトウェア（計画策定支援システム）整備等の支援 

令和７年度に導入したソフトウェア（計画策定支援システムを含む）に関する保守を行

うものとする。 

2) アドバイザリー 

長寿命化計画、個別施設計画等を支援するソフトウェア（計画策定支援システムを含

む）については、令和１０年まで毎年１回、管理権限を持つ職員に対して操作に関する研

修を行う。また、長寿命化計画更新および個別施設計画策定にあたり職員からの問い合わ

せに面前及び電話・メール等により対応するものとする。 

 

(5) 打合せ協議 

打合せ回数は次のとおり行うものとし、調査職員と協議の上、打合せ回数を変更できる

ものとする。なお、業務着手時又は各業務完了時には原則として管理技術者が立ち会うも

のとする。また、打合せ協議実施後は速やかに記録簿を作成し、受注各担当者が確認、押

印した協議簿を調査職員に提出するものとする。 

・着手 １回 

・中間 １回 

・完了 １回 

・その他、必要に応じて適宜打合せ協議を実施する。 

 

（提出書類） 

第１０条 「発注者が指定した様式」とは発注者が定める土木設計業務委託関係提出書類の様

式をいう。 

 

（土地への立ち入り等） 

第１１条 現地調査を実施する場合、調査職員は必ず町発行の身分証明書・腕章を装着して業

務にあたるものとする。 

２ 身分証明書は、土地の所有者、その他関係人等からの請求があったときは、これを提示す

るとともに、不快感を与えないように服装や言動に十分注意しなければなれない。 

３ 身分証明書の内容については委託契約に基づく業務を行うものであることの証明とし、別

に定める身分証明書に基づき、発注者が交付するものとする。 

４ 身分証明書の発行対象者は原則として、管理技術者、調査職員等で契約後速やかに、その

適任者を届け出て交付を受けるものとする。 
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５ 業務の実施に伴う植物の伐採、かき、さく等の除去又は、土地若しくは工作物の一時使用

により生じる損失は受託者の負担とする。 

６ 受託者は業務が完了した場合又は契約が解除された時等、身分証明書が不要となったとき

は、作業終了後１０日以内に発注者に返却するものとする。 

７ 業務の実施に伴い民地への杭（仮杭含む）・鋲・スプレーが必要となる場合は、地権者に了

解を得たうえで実施すること。 

 

（成果品の提出） 

第１２条 成果品は以下のとおりとし、担当課に提出するものとする。なお、各年度毎に実施

する業務について適宜納品（中間納品）を行うこと。 

・報告書（Ａ４判簡易製本 パイプファイル式） ２部 

・上記電子データ 一式 

・その他必要な資料 

 

（その他特記事項） 

第１３条 本業務期間中現道上で交通危害の恐れがある場合は、有能な保安要員、保安施設を

配置し、現道交通の安全確保に努めなければならない。 

２ 成果品納入後にあっても成果品に誤りがある場合は、直ちに訂正するものとする。 

３ 照査については、基本的な条件決定に伴う、設計方針、設計手法、施工条件及び設計計

算、数量計算、設計図等の適切性、整合性の照査を行う。 


